
空港内における運転資格の特例
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規制改革の概要
従前

措置

自国の運転免許を保持する外国人は、事業者による講習及び指定
自動車教習所において評価を受けることにより、日本の運転免許の
取得が不要に！

特定技能の在留資格等で就労する外国人が
空港内でグランドハンドリングに係る車両を運
転する場合、一部を除き（※）、日本の運
転免許が必要。免許取得は時間と費用を要
するため、即戦力にならない。

※ジュネーブ条約に基づき国際免許証等の発給が可能な国において発行された
国際免許を保有する場合、日本の運転免許は不要。

自国の運転免許を保持する外国人は、事
業者による講習、指定自動車教習所にお
いて評価を受けることにより、日本の運転免
許の取得を不要とする。

グランドハンドリング業界の人手不足の解消
インバウンド回復に伴う需要の増加に対応 空港会社による

講習・試験
空港会社が

車両運転許可証を発行
グランドハンドリングに

従事
合
格

ジュネーブ条約に基づく国際免許証等の発給可能国の外国人

上記以外の外国人※自国の運転免許を有する者

学科試験まで3カ月、技能試験まで4カ月要する
※免許センターの混雑のため、不合格の場合は約4カ月後に再受験

免許取得に時間・手間・費用がかかり即戦力
にならない

 自国の運転免許を保有する外国人が日本の運転免許に切り替えずとも空港の制限区域内で車両の運転が可能となるよう、空港内の安全
性を確保しつつ、必要な枠組みや要件について検討し、空港管理者が行う空港の制限区域内の運転許可に係る通達を改正するとともに、
2025年10月に業界団体へ実施要領を送付した。
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